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計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」に表示すべき事項につ

きましては、法令及び当社定款第 16条の規定に基づき、インターネット上の当社

ウェブサイト（ https://www.marche.co.jp/corporate/ ）に掲載することにより株

主の皆様に提供しております。 



（単位：千円）

当期首残高 1,510,530 816,726 802,663 1,619,390 231,910 231,910 △453,319 2,908,511 

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △80,284 △80,284 △80,284 

△361,414 △361,414 △361,414 

事業年度中の変動額合計 - - - - △441,698 △441,698 - △441,698 

当期末残高 1,510,530 816,726 802,663 1,619,390 △209,788 △209,788 △453,319 2,466,812 

当期首残高 3,488 3,488 2,911,999 

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △80,284 

△361,414 

事業年度中の変動額合計 △2,552 △2,552 △444,251 

当期末残高 935 935 2,467,748 

△2,552 

当期純損失

利益
剰余金
合計

△2,552 
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

評価・換算
差額等
合計

当期純損失

資本剰余金

純資産
合計

利益剰余金

繰越利益
剰余金

資本
剰余金
合計

その他利
益剰余金

自　２０１９年４月 １日

△2,552 

株主資本等変動計算書

その他
資本

剰余金

資本
準備金

資本金

至　２０２０年３月31日

評価・換算差額等

株主資本

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

その他
有価証券
評価差額

金

株主資本
合計

自己株式
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Ⅰ.　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　１.　資産の評価基準及び評価方法

（１）　有価証券

  その他有価証券

時価のあるもの　　決算日の市場価格等に基づく時価法

時価のないもの　　移動平均法による原価法

（２）　たな卸資産

商品及び製品、原材料及び貯蔵品    最終仕入原価法による原価法

　　２.　固定資産の減価償却の方法

（１）　有形固定資産　　定率法

建物 4～50年
2～50年

（２）　無形固定資産　　定額法

（３）　長期前払費用

　　３.　引当金の計上基準

（1）　貸倒引当金

（２）　賞与引当金

（３）　株主優待引当金

　　４.　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

株主優待券の利用による費用負担に備えるため、株主優待券の利用実績率に基づ
き、当事業年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいてお
ります。

個別注記表

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

その他の有形固定資産

　　　　（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１
日以降に取得した建物付属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定しております。）

支出の効果が及ぶ期間で均等償却をしております。

従業員に対する賞与の支出に備えて、支給見込額基準により計上しております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。
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Ⅱ.　貸借対照表に関する注記

　　１.　有形固定資産の減価償却累計額 3,523,407 千円

　　２.　偶発債務
　　　　保証債務

フランチャイズ契約者
（ ２3社、8名）

39,957                      仕入債務

被保証者 保証金額(千円) 被保証債務の内容

フランチャイズ契約者
（ ３名）

8,184                        銀行借入金
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Ⅲ.　株主資本等変動計算書に関する注記

１.　発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

３．配当に関する事項

　　　（１）　配当金支払額

株式の

種 類

普通
株式

普通
株式

　　　（２）　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

2019年6月24日
定時株主総会

2019年11月14日
40,142千円 ５円 2019年9月30日 2019年12月9日

取締役会

2019年6月22日
40,142千円 ５円 2019年3月31日

521,998株

決   議
配当金の １株当たり

配当額
基 準 日 効力発生日

総    額

普通株式 521,998株 - -

株式数 株 式 数 株 式 数 株式数
株式の種類

8,550,400株

当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末

普通株式 8,550,400株 - -

株式の種類
当事業年度期首

株式数

当事業年度減少 当事業年度末

株 式 数 株 式 数 株式数

当事業年度増加
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Ⅳ.　税効果会計に関する注記

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 千円

貸倒引当金 千円

株主優待引当金 千円

未払事業税 千円

未払事業所税 千円

未払役員退職慰労金 千円

減損損失 千円

資産除去債務 千円

繰越欠損金 千円

その他 千円

繰延税金資産　小計 千円

評価性引当額 千円

繰延税金資産　合計 千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 千円

建物 千円

繰延税金負債　合計 千円

11,117                

11,530                

887,343              

△887,343           

-                        

412                    

63,063                

602,034              

29,134                

10,698                

6,958                  

2,200                  

13,501                

13,458                

9,162                  

137,130              
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１.　金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債務である買掛金、未払金は、１年以内の支払期日であります。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該
価額が変動することがあります。

Ⅴ．金融商品に関する注記

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引先ごとの残高
管理を行うとともに、財経部財経課において未回収リストを作成のうえ毎月の経営委員会で報告しておりま
す。

　長期預り保証金は主に加盟店契約に係るものであります。

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出された価額
が含まれております。

　差入保証金は主に店舗の賃借に係るものであります。

　当社は、主に店舗の新規出店に必要な資金を設備投資計画に照らして、自己資金により調達しており、一
時的な余剰資金は短期的な預金等に限定しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

（１）現金及び預金 -

（２）売掛金

　　　貸倒引当金(*１) △3,258  

-

（１）買掛金

（２）未払金

＊１．売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。

（注） １．金融商品の時価の算定方法

資産

（１）現金及び預金、（２）売掛金

負債

（１）買掛金、(２)未払金

（注） ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

Ⅵ.　関連当事者との取引に関する注記

重要性が乏しいため記載を省略しております。

Ⅶ.　１株当たり情報に関する注記

　　１.　１株当たり純資産額

　　２.　１株当たり当期純損失金額

307円　38銭

　△45円  02銭

長期預り保証金 342,250

　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握する
ことが極めて困難と認められることから、上表には含めておりません。

差入保証金 818,277

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。なお、売掛金については、信用リスクを個別に把握することが極めて困難なため、貸倒引当金を信用
リスクと見做し、時価を算定しております。

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

（単位：千円）

区　分 貸借対照表計上額

-

346,161                 346,161                     -                            

負債計 791,316                 791,316                     -                            

445,155                 445,155                     

-資産計 1,937,346              1,937,346                  

2020年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把
握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）２を参照下さい）。

（単位：千円）

貸借対照表
計上額

時価 差額

1,622,948              1,622,948                  

317,655                 

314,397                 314,397                     
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Ⅷ.　減損損失に関する注記

用途 建　物 その他

19,615         908             

34,195         1,010           

130,734       13,288         

40,432         1,930           

66,211         2,227           

― 291,188       19,365         

Ⅸ.　資産除去債務に関する注記

１.　当該資産除去債務の概要

　建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

２.　当該資産除去債務の金額の算定方法

３.　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 196,552       千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 13,870         千円

有形固定資産の除却による減少 △12,323      千円

その他 7,988           千円

期末残高 206,088       千円

広島市等3件

中部地区

大阪市等18件

九州地区

合計

35,206                           名古屋市等3件

　使用見込期間を取得から10年と見積り、割引率は利付国債の利回りを使用して資産除去債務の金額を計算してお
ります。

　当社は、料飲部門については店舗を、その他の事業については事業をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としてグ
ルーピングをしております。また、遊休資産及び売却予定資産については、物件毎にグルーピングしております。
　料飲部門について、閉鎖を決定した店舗及び営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである店舗の帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、また、遊休資産及び売却予定資産について、市場価格が帳簿価額より著しく下落している物件の
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
　なお、資産グループ毎の回収可能価額は使用価値（割引率3.19％）または正味売却価額（処分見込額）により測定して
おります。

144,022                          

42,362                           

310,553                          （30件）

熊本市等3件

店舗

20,523                           

68,438                           

関西地区

中四国地区

　当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

（単位：千円）

関東地区 所沢市等3件

場　所 減損損失地　区
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Ⅹ.　重要な後発事象に関する注記

（多額の資金の借入）

当社は、2020年５月15日開催の取締役会において、2020年５月末日までに次のとおり資金の借入を行うことを決議いたしま

した。

（1） 資金の使途 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響による不測の事態に備えた予備資金

（2） 借入先 取引先金融機関５社（予定）

（3） 借入金額 最大2,100百万円（予定）（注１）

（4） 借入利率 基準金利＋スプレッド

（5） 借入実行日 2020年５月末（注２）

（6） 借入期間 １年間（予定）

（7） 担保等の有無無担保・無保証

注１）2020年４月末日付けで既に取引先金融機関１社から500百万円の借入を行っており、上記「（2）借入金額」記載の最
大2,100百万円には、その金額も含んでおります。

注２）「（4）借入実行日」記載の2020年５月末に予定している資金借入れは、残額1,600百万円となります。
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